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Abstract: 

This paper examines social inequality associated with urban environmental policy, focusing particularly on the issue of 

gentrification as discussed in Western countries. It summarizes previous debates on how green housing can inadvertently 

contribute to social inequalities and considers the potential for such housing initiatives to trigger broader urban 

gentrification. Freiburg, Germany, serves as the case study due to its long-standing commitment to the development of 

green housing and its citywide efforts to promote it. Analysis of municipal documents related to rental regulations 

suggests that proactive supply of green housing may significantly influence rising rent levels. A key social concern in 

Freiburg is the shortage of affordable housing, which has led to the outmigration of families with children to surrounding 

municipalities. However, the extent to which this phenomenon is directly attributable to the provision of green housing 

requires further empirical investigation. The paper also highlights the importance of evaluating Freiburg’s housing 

policies aimed at balancing environmental sustainability with social equality, identifying both achievements and ongoing 

challenges.  

Keywords: sustainable city, environmental policy, gentrification, green housing, Germany 

 
要旨 

本稿では、欧米諸国を中心に議論されてきた都市の環境配慮が引き起こす社会的不平等であるジェントリ

フィケーションの議論をまとめたうえで、環境配慮型住宅の供給が引き起こすジェントリフィケーションが

都市全体のジェントリフィケーションを引き起こす可能性を考察した。ドイツ・フライブルク市は環境配慮

型住宅の供給に長年取り組んでおり、都市全体で環境配慮型住宅の供給を進めている都市である。一方で、

市の家賃規定に関する文書を参照すると、積極的な環境配慮型住宅の供給が家賃の上昇に大きく影響を与え

ている可能性が明らかになった。現在フライブルク市で社会問題となっている手ごろな住宅の不足による、

子育て世帯の周辺自治体への流出がどの程度環境配慮型住宅の供給による影響であるかを明らかにするには

さらなる分析が必要である。また、フライブルク市による環境配慮と社会的平等の両立を目指す住宅政策に

ついてその取り組みの評価と課題の分析が必要である。 

 

キーワード： 持続可能な都市、環境政策、ジェントリフィケーション、環境配慮型住宅、ドイツ  
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１．はじめに 

気候変動問題を背景に世界各地の都市で脱炭素の取り組みが加速しており、その一

環として環境配慮型住宅の供給がなされている。我が国においても ZEH(ネット・ゼ

ロ・エネルギー・ハウス)の供給が推進されており、環境省の脱炭素先行地域の選定事

業の中にも ZEH 供給や ZEH 住宅地区開発などを複数確認することができる。都市に

よる脱炭素の取り組みは、都市の魅力向上や地域経済の活性化が期待されている一方

で、欧米諸国ではそこから生まれる社会的不平等に注目が集まっている。とりわけ、

都市論や人文地理学の分野では、緑地開発を通じた経済成長を目指す都市が引き起こ

すジェントリフィケーションに注目が集まっているが、環境配慮型住宅が引き起こす

ジェントリフィケーションについては議論が十分になされていない。 

 本稿の目的は、これまで欧米諸国でなされてきた都市による環境配慮が生み出すジ

ェントリフィケーションに関する研究を整理するとともに、環境配慮型住宅供給に長

い歴史を有するドイツのフライブルク市の事例に着目し、都市全体でのジェントリフ

ィケーションの発生可能性という、先行研究にはない新たな視点を提示することであ

る。 

 本稿ではまず、都市による環境配慮が引き起こすジェントリフィケーションについ

ての論点を整理する。続いて、ドイツのフライブルク市において環境配慮型地区の開

発成功が、都市全体で環境配慮型住宅供給を促進し、都市全体でのジェントリフィケ

ーションを発生させる可能性を提示する。最後に、環境配慮型住宅が引き起こすジェ

ントリフィケーションに関する研究の課題を提示する。 

２．都市の環境配慮による社会的不平等の発生   

2.1 環境配慮によるジェントリフィケーションの発生 

ジェントリフィケーションとは社会学者 R. Glass が提唱した概念である。1960 年代

のロンドンのシティ地区に隣接する労働者階級街区では老朽化した建物の修繕や新

築の進行により、住宅と街区の物理的な再価値化が進んだ。これにより、中・上流階

級の街区への流入とともに、従来の居住者である労働者や移民の立ち退きが進行し、

街区の社会的特徴が変化した。Glass(1964)はこの現象を動詞 gentrify に基づき、ジェ

ントリフィケーション(gentrification)という造語で表した。 

日本で初期にこの概念を紹介した藤塚(1994)はその明確な定義は困難としつつも、

Glass(1964)の研究を引用しつつ、その基本的性格を「労働者階級から中間階級への居

住者階級の上方変動」(藤塚, 1994, pp. 497)としている。また、Davidson & Lees(2005)で

は「(1)資本の再投資(capital reinvestment)」「(2)高所得移住者による社会的アップグレ

ード(social upgrading by high-income in-movers)」「(3)ランドスケープの変化(landscape 

change)」「(4)低所得者集団の立ち退き(displacement of low-income groups)」をジェント

リフィケーションの特徴として挙げている。これらが示すように、ジェントリフィケ
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ーションとは都市の再開発が、物理的な景観の変化だけでなく、高所得者層の流入と

低所得者の立ち退きという社会経済構造の変化を引き起こす現象であることがわか

る。 

ジェントリフィケーションが発生する主な要因は都市の再開発であるが、近年では

都市による環境配慮、特に緑地開発が生み出すジェントリフィケーションに注目が集

まっている。そのようなジェントリフィケーションには「グリーン・ジェントリフィ

ケーション(green gentrification)」(Gould & Lewis, 2016)、「環境ジェントリフィケーシ

ョン(environmental gentrification)」(Checker, 2011)、「エコロジカル・ジェントリフィケ

ーション(ecological gentrification)」(Dooling, 2009)、といった様々な名称が用いられて

いるが、これらはいずれも同義的に使用されている(Pearsall & Anguelovski, 2016; 

Bouzarovski, 2018)。2010 年代以降を中心に研究が進められてきたこれらのジェントリ

フィケーションの派生概念について、Anguelovski et al. (2019)は「緑道や公園、コミュ

ニティガーデン、生態的回廊、グリーンインフラストラクチャーなどの緑化アジェン

ダや緑化介入によって生み出される新しい、または増大される都市社会空間的不平等」

(Anguelovski et al., 2019, pp.1064-pp.1065, 筆者訳)と定義している。 

 この都市による環境配慮が引き起こすジェントリフィケーションの具体例として、

ニューヨーク市のブルックリンのプロスペクト・パークの事例を確認する(Gould & 

Lewis, 2016)。プロスペクト・パークは 19 世紀に整備された歴史ある緑地公園である

が、20 世紀後半には犯罪の温床として社会的な問題となっていた。1980 年代以降、

ニューヨーク市は PPP により再整備を推進し、この緑地公園を魅力的な都市アメニテ

ィへと変容させた。一方で、再整備を機に公園に隣接する 5 つの地区においてプロス

ペクト・パークへの近接性を売りにする住宅建設が進むこととなり、住民特性の変化

が生じることとなった。Gould & Lewis (2016)は国勢調査データを活用し、1990 年か

ら 2014 年までに「白人人口の増加、黒人人口の減少(Race)」「所得中央値の上昇、貧

困線以下の世帯割合の減少(Class)」「学士以上の学位取得者の割合の増加(Social power)」

「持ち家住宅率の上昇、持ち家住宅価格中央値の上昇、家賃中央値の上昇(Housing)」

といった住民特性の変化を特定し、ジェントリフィケーションの発生を指摘している。

このように、都市の緑地開発を機に地区の魅力が増し、高所得者増の流入に伴った低

所得者層の追い出しがジェントリフィケーション研究として欧米地域、特にアメリカ

の都市を中心に様々な都市で報告されている(Quinton et al., 2022)。 

 

2.2 環境配慮によるジェントリフィケーションへの批判 

 上記のような緑地開発が引き起こすジェントリフィケーションが批判的に捉えら

れているのは、その開発が持続可能性(sustainability)を標榜しながらも、その概念と

矛盾しているためである。持続可能性は現代の都市の環境配慮の基礎ともいえる概念

であり、「環境」「経済」「社会」の三つの側面を有しているとされている。しかしなが

ら、持続可能性に関する都市の取り組みは経済成長を最優先に、環境と経済に関する

取り組みが優先的に取り組まれ、社会に関する取り組みは看過される傾向にある
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(While et al., 2004, Long, 2016)。 

 都市が環境配慮と経済成長に偏った取り組みをする要因は、環境配慮が都市の経済

成長につながると考えられているためである。良好な環境配慮のなされた都市は、脱

工業化時代の経済成長のカギとなるクリエイティブ産業やハイテク産業を誘致し、比

較的高所得者層を引き付けることができるとされている (Florida, 2002; Anderberg 

& Clark, 2013; Long, 2016)。経済成長重視の緑地開発は都市には税収、民間開発事

業者には事業利益というかたちで便益をもたらすことになるが、その結果として従来

から開発地域に居住していた低所得者層は家賃の上昇や生活環境の変化などを理由

に立ち退きを迫られることとなる(Gould & Lewis, 2016)。 

 このような一部の利害関係者への経済的利益とジェントリフィケーションを生み

出す都市の環境配慮は、持続可能性概念とは相反するものであり、社会的不平等を生

み出しているのである。持続可能性の社会的側面についてはさまざまな解釈があるが、

政策や計画への参加についての過程(process)の観点と環境配慮の利益と負担の公平

な分配についての結果(outcome)の二つの公平性の要素から成るとされている(Gould 

& Lewis, 2016)。都市の緑地開発はその開発プロセスにおいてあらゆる利害関係者の

意思決定への参画が必要であり、開発の利益を誰も排除されずに享受する必要がある。

しかしながら、都市が新自由主義のもとで経済成長を追い求めている現代において、

経済成長を生み出さない持続可能性の社会的側面は看過されているのが現状である。  

 

2.3 環境配慮型住宅によるジェントリフィケーション 

 都市による環境配慮が引き起こすジェントリフィケーション研究は、これまで主に

緑道や緑地公園などの植生的(vegetative)な特徴を有する緑地開発に注力されてきた

(Quinton et al., 2022)。少数ではあるが環境配慮型住宅や公共交通,自転車道などの低

炭素型インフラが引き起こすジェントリフィケーションである「低炭素ジェントリフ

ィケーション(low-carbon gentrification)」についても研究が見受けられるが、相対的

に研究数は少ない状態である (Grossmann & Huning, 2015; Bouzarovski et al.,  

2018; Block, 2020)。 

筆者は以下の理由から環境配慮型住宅供給が引き起こすジェントリフィケーショ

ンに対するさらなる考察が必要だと考える。まず、環境配慮型住宅の供給は温室効果

ガス排出削減量の観点から緑地開発よりも気候変動問題対策において優先度が高い

ため、今後世界中の多くの都市で取り組みが進むと考えられ、世界各地でジェントリ

フィケーションを引き起こす可能性を有しているためである。また、住宅は緑地開発

のような都市内の特定の一部地区にとどまらず、より広範な地域で供給がなされるた

め、従来の研究が取り扱ってきた空間スケールを超えた都市全体でのジェントリフィ

ケーションという、新たなジェントリフィケーション研究の可能性を有しているため

である。 

 次章では、環境配慮型住宅供給に世界的に長い歴史を有するドイツのフライブルク

市の事例の考察を通じて、環境配慮型住宅供給が引き起こす都市全体でのジェントリ
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フィケーションの発生可能性を示す。 

3．フライブルク市の事例   

3.1 フライブルク市の概要 

 フライブルク市はドイツ南西部のバーデン＝ビュルテンベルク州に位置する人口約

23 万人の地方都市である(図１)。 

 

 

長年の人口増加傾向にある人気の都市であるが(図２)、この都市を強く特徴づけてい

ると考えられる要素のひとつが先進的な環境政策である。同市は 1992 年にドイツ環

境首都コンテストにおいて「自然・環境保護連邦首都(Bundeshauptstadt für Natur- 

und Umweltschutz)」に、そして 2010 年には連邦政府により「気候保護連邦首都

(Bundeshauptstadt im Klimaschutz 2010)」に選定されている。このほかにも環境配

慮の取り組みについてさまざまな賞を受賞しているが、このように積極的な環境配慮

をおこなうようになったきっかけは、1970 年代に近隣のヴィール村(Wyhl am 

Kaiserstuhl)での原子力発電施設建設に対する反対運動である(Hall, 2014; Mössner, 

2015)。市民による建設予定地や市役所前での反対運動は大きな成功をおさめ、建設

計画は白紙となった。このことはドイツ全土から注目を集め、フライブルク市は「環

 

図 1 ドイツ国内におけるフライブルク市の立地（左）および 

フライブルク市内におけるリーゼルフェルト地区とヴォーバン地区の立地（右） 

出所：左図は Google Maps を基に作成。 

右図はフライブルク市 HP 「Geodatenkatalog der Stadt Freiburg im Breisgau」を基に作成。 

(https://geodaten.freiburg.de/geonetwork/srv/eng/catalog.search#/home , 2025 年 9 月 30 日アクセス)。 

 

注 

https://geodaten.freiburg.de/geonetwork/srv/eng/catalog.search#/home
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境に熱心なまち」として認知されることとなり、環境・エネルギー関連の企業や研究

施設が集積するようになった(中口, 2019)。以後、市民主導で作成したエネルギーコ

ンセプトや路面電車(LRT)を中心とした公共交通を活用した、いわゆるコンパクトシ

ティ政策などの取り組みでも注目されることとなるが、その取り組みの中でも注目を

集めているのが環境配慮型地区であるリーゼルフェルト地区(Stadtteil Rieselfeld)と

ヴォーバン地区(Stadtteil Vauban)の開発である。フライブルク市は先進的な環境政

策の実績を通じて「Green City Freiburg」という都市ブランディングに取り組んで

おり、その一環として毎年国内外からの 2 万 5000 人に及ぶ政策の視察や研修旅行を

受け入れているが、特に住民主導で開発が進んだヴォーバン地区はその都市ブランデ

ィング活動の中心的存在となっている(Mössner, 2015)。一方で、両地区での環境配慮

型住宅供給の成功は地区内の住宅コスト上昇につながったことが報告されている他、

都市全体のジェントリフィケーションの発生の要因となった可能性を示している。以

降では、両地区での環境配慮型住宅供給の進展1および都市全体のジェントリフィケ

ーションの発生可能性について確認する。  

 

3.2 リーゼルフェルト地区とヴォーバン地区の開発 

 リーゼルフェルト地区はフライブルク市西部に位置し、約 9500 人が居住する市内

初の環境配慮型地区である。1980 年代、フライブルク市は人口流入に対して手ごろ

な住宅の供給が間に合わず、その結果として若い世代が住宅市場から締め出されるこ

とが社会問題となっていた(Hagen et al., 2017)。この社会問題への解決策のひとつと

 
1 3.2 での開発の歴史と建築物エネルギー基準導入については Fastenrath & Braun(2018)を参照した。 

 

  

図 2 フライブルク市の人口推移 

 

出所：Statistisches Jahresbuch 2024(Stadt Freiburg 2024)を基に作成 
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してリーゼルフェルト地区の開発は計画されたが、開発予定地である下水処理場跡の

自然環境への懸念やスプロールの進展などの理由から市議会においては緑の党や社

会民主党(SPD)からの反対があり、開発の決定は難航していた。このような状況下で、

市は両党からの低エネルギー建築基準の提案を受け入れるかたちで、1991 年にリー

ゼルフェルト地区の開発が決定した。 

 1992 年に市有地での建築に導入された FR LEH(Freiburg low-energy house 

standard, Niedrigenergiebauweise)はドイツ国内で初めて都市が独自に課すエネル

ギー基準の事例のひとつとなった。また、この基準は外皮の断熱や、熱が逃げやすい

部位である熱橋(thermal bridge)の対策、太陽光エネルギー利用の最適化を要求して

いる点で連邦法とは異なっており、革新的であった。そして、最大で 65kWh/㎡とい

う熱消費量の基準は当時の連邦基準(Wärmeschutzverordnung 1982)を大きく上回

るものであった(Fastenrath&Braun, 2018)。 

 FR LEH は 1993 年に市有地の小規模な開発プロジェクトにて初めて適用された

が、大規模なリーゼルフェルト地区の開発を契機に本格的に適用されることとなった。

しかし、開発基礎計画の完成後に急遽適用が決定されたため、開発初期においては建

築ノウハウが不足しており、建築において失敗も見受けられた。そこで、市は 1998

年に建築業者や建築家、投資家などのコミュニケーションの促進、建築作業への助言

やモニタリングを目的とした相談窓口を開発プロジェクトグループ内に設けた。この

市による開発コーディネート機能開発が開発を円滑に進め、2003 年に市にとって初

となる環境配慮型住宅地区の開発が完了した。 

 リーゼルフェルトに続いて開発がすすめられたヴォーバン地区は市南部に位置す

る環境配慮型住宅地区であり、約 5500 人が居住している。リーゼルフェルト地区で

の成功を受け、ヴォーバン地区でも環境配慮型住宅供給がなされることとなったが、

その基準はさらに厳しいものとなった。また、同地区は市民主導の地区開発の成功例

として世界的に注目を集めることとなった。地区開発が決まると、フォーラム・ヴォ

ーバン(Forum Vauban)という市民団体が組織され、同組織は自動車の乗り入れ規制

や地区への再生可能エネルギー供給などの提案を市に提示した。市はこの提案を採用

するとともに、従来のように民間開発事業者に地区全体の土地を分譲するのではな

く、「建築グループ(Baugruppen)」による個々の区画での住宅建設を優先した。建築

グループとは集合住宅への居住を希望する 10~15 人の住民により構成される組織で

あり、建築家の指導のもとで住宅の建築計画を立て、共同で土地を購入する。この方

式により、住民は通常よりもコストを抑えて住宅を購入できるほか、住民の意向を反

映した住宅の建設や将来的な近隣住民との共同作業を通じた社会的つながりの強化

が可能となった(Freytag et al., 2014; Hagen et al, 2017)。 

フォーラム・ヴォーバンのような市民の動きは、ヴォーバン地区にてパッシブハウ

ス基準(最大熱エネルギー消費量 15kWh/㎡)という非常に厳しいエネルギー効率基準

での住宅建設を推進する動きを生み出した。しかし、市は強制的なパッシブハウスで

の住宅建設は採用せず、パッシブハウス基準を採用する建築主に対し優先的に土地を
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販売するのにとどまった。ヴォーバン地区ではパッシブハウス基準の代わりに改良型

FR LEH が独自に採用された。この基準は最大熱エネルギー消費量が 30kWh/㎡であ

り、断熱や三重窓、建築物遮光の回避、熱交換換気システムによるエネルギー効率化

というパッシブハウスの要素に基づく基準であった。また、地区内のソーラージード

ルンク区画(Solarsiedlung)と呼ばれる区画では、全 59 戸の住宅と商業施設が年間の

エ ネ ル ギ ー 生 産 量 が 消 費 量 を 上 回 る プ ラ ス エ ネ ル ギ ー ハ ウ ス 基 準

(Plusenergiestandard)にて建設されることになった。この区画の開発は、ソーラー建

築の第一人者であるロルフ・ディッシュ(Rolf Disch)の主導によるものであり、連邦

政府が 2000 年に採用した再生可能エネルギー固定価格買い取り制度が原動力となり

開発が実現した。同制度は、再生可能エネルギーを 20 年間、固定価格で優先的に買

い取るものであり、制度導入初期は買取価格が高く、ソーラージードルンク区画の住

宅オーナーが太陽光パネル設置に係る費用を売電収益で回収するのを容易にした。 

 環境配慮型住宅や再生可能エネルギーによる熱供給、自動車の乗り入れ規制などの

多岐にわたる環境配慮に加え、持続可能なコミュニティ形成のための鍵とされる住民

参加を実現させたヴォーバン地区は 2006 年に開発が完了した。その後、フライブル

ク市の国際的なマーケティングを通じて、持続可能な都市開発の模範例として世界的

に注目を集めることとなった。しかし、2010 年の上海万博での国際的なマーケティ

ングと同時期に家賃の上昇が発生し、2013 年にヴォーバン地区は市内で最も家賃の

高い地区のひとつとなったことが報告されている(Mössner 2015)。また、移住住民を

対象としたアンケート調査から同地区への移住要因を分析した結果、全 9 つの要因の

うち「Peace & Quiet」「Environmental Friendly Design」「Walkability」といった

居住環境に関する要因が上位 3 位に来る一方で、地区開発の主要な目的であった

「Affordability of Housing」は第 7 位と低位であった(Hagen et al. 2017)。そして、

プラスエネルギーハウスから構成されるソーラージードルンク区画の 50 世帯を対象

としたインタビュー調査では、博士号取得者を含む高等教育を受けた住民や社会的に

指導的立場にある住民の集住が確認された(Freytag et al., 2014)。これらの先行研究

からは、環境配慮型住宅に居住できるのは比較的高所得者層である可能性が高いこと

が示されている。また、リーゼルフェルト地区もヴォーバン地区と同様に家賃の高騰

や手ごろさの欠如が指摘されている(Hagen et al., 2017; Mössner et al., 2019)。 

3.3 市全体での環境配慮型住宅供給の促進 

 図 2 に示されてているようにフライブルク市はリーゼルフェルト地区の開発を契

機に独自のエネルギー基準を設けてきたが、2002 年に緑の党出身の市長(Dieter 

Salomon)が着任して以降は、エネルギー基準のさらなる厳格化や市有地以外での適

用が開始され、環境配慮型住宅供給がさらに強力に推し進められることになった。  
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2011 年には現行の FR EH(Freiburger Effizienzhaus)が導入され、この基準は市全体

の新築建築に課されることとなった。FR EH はフライブルク効率住宅基準

55(Freiburger Effizienzhaus-Standard 55)と呼ばれるものであり、一次エネルギー

消費量を連邦基準の 55%以下に抑える野心的な基準である。市によると、このような

決定に至ったきっかけは、リーゼルフェルト地区とヴォーバン地区での環境配慮住宅

供給の成功だとしている。2 

 フライブルク市は新築住宅だけでなく、既存の住宅ストックに関しても環境配慮型

住宅への転換を積極的に進めている(Stadt Freiburg, 2019b)。フライブルク市は 2019

年に『フライブルク気候保護コンセプト 2019(Freiburger Klimaschutzkonzept 2019)』

を公表し、2038 年まで3に気候中立(Klimaneutralität)を達成するための「気候にや

さしい建築物・都市計画・行政」「CO₂フリーモビリティ」「再生可能エネルギー」「持

続可能な熱供給」「商業と工業」「気候にやさしいライフスタイル」の 6 分野にわたる

 
2 フライブルク市 HP「Freiburger Neubau-Standard」（https://www.freiburg.de/pb/208100.html : 2025 年 9

月 30 日アクセス） 
3 2022 年には 2035 年までの気候中立達成に目標が前倒しされた。 

  

図 2 ドイツ全体とフライブルク市の建築物エネルギー基準の推移 

注：縦軸は建築物の熱エネルギー消費量(kWh/㎡)、横軸は年を示す。 

WärmeSchV は断熱条例(Wärmeschutzverordnung)、EnEV は省エネ条例(Energieeinsparverordnung)、FR LEH はフラ

イブルク低エネルギー住宅基準(Freiburg low-energy house standard)、FR EH はフライブルクエネルギー効率住宅基

準(Freiburg efficiency house standard)を表す。また、それぞれの略称後の数字は条例の施行・改正年およびにエネ

ルギー基準の導入・改正年を表す。この図から、フライブルク市による独自のエネルギー基準である FR LEH と

FR EH は連邦の WärmeSchV と EnEV が課すエネルギー基準を上回るように設定されてきたことがわかる。 

 

出所：(Fastenrath & Braun, 2018, pp.343 を基に作成)。 

https://www.freiburg.de/pb/208100.html
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合計 90 の措置を設定した。その中でも特に先駆的な措置を「灯台プロジェクト

(Leuchtturmprojekt)」として 9 つ指定しているが、その中に省エネ改修が含まれて

おり、その内容を「市による建築物改修助成プログラムの継続、発展、予算増大、マ

ーケティングの強化」としている。フライブルク市は 2002 年より建築物の省エネ改

修助成プログラムを開始し、市の助成プログラムで既存の建築物ストックの内 10%の

省エネ改修を達成しており、さらなる省エネ改修を目指している。また、市有の建築

物に関しては、連邦の平均を上回る年間 1.6%の省エネ改修をおこなっており、この

年間改修率のさらなる向上を表明している。さらに、市有の新築建築に関しては可能

な限り、プラスエネルギーハウス基準で実施し、改修に関してはパッシブハウス基準

での実施を目標に掲げている。 

 以上のように、フライブルク市はリーゼルフェルト地区とヴォーバン地区での成功

を機に、両地区内に留まらない市全体での新築および省エネ改修を通じた環境配慮型

住宅の供給を積極的に進める方針を打ち出している。しかし、環境配慮型住宅は一般

的な住宅に比べて建築面でのコスト増加が懸念される。さらに、省エネ改修に関して

は賃貸住宅の家賃に比較的大きな影響を及ぼすことが市の公表文書にて示されてい

る。次節では「家賃概況(Mietspiegel)」を参照し、省エネ改修が家賃に及ぼす影響を

確認する。4 

 

3.4 省エネ改修が家賃に及ぼす影響 

 住民の過半数が賃貸住宅に居住しているドイツでは、住宅不足による家賃上昇が社

会問題として認識されており、借主と貸主の間で家賃契約に関する争いが多く発生し

ている。支払われる家賃が適切かどうかを判断するために参照される公的文書が「家

賃概況」であり、人口 5 万人以上の自治体では 2 年ごとの作成が義務づけられてい

る。 

 家賃概況の主な目的は「地域標準比較家賃(ortsübliche Vergleichsmiete)」を算出す

ることである。地域標準比較家賃とは、当該自治体内もしくは比較可能な他自治体内

で住居タイプや居住面積、住宅設備・状態、立地などが類似する住宅の標準的な家賃

とされている。賃貸住宅居住者は家賃概況に記載されている情報を参照し、自治体内

で自身の住宅特性と類似する住宅で支払われている標準的な家賃(＝地域比較標準家

賃)を算出することで、自身の住宅の家賃設定が適切かどうかを判断することができ

る。 

 自治体は家賃概況を作成するにあたり、住民に対し回答義務のあるアンケート調査

を実施する。アンケートでは家賃や住宅の築年数、居住面積等の基礎的な情報に加え、

家賃の増減に影響しうる住宅特性や設備などが回答項目として設定される。アンケー

ト結果は統計学的手法により分析され、自治体内で家賃の増減に影響している住宅の

要素と影響の程度が明らかになる。なお、調査対象となるのは過去 6 年間に初めて賃

 
4 3.4 での家賃概況の概要は Stadt Freiburg(2025)と Bundesinstitut für Bau-, Stadt- und Raumforschung 

(2024)を参照した。 
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貸契約が結ばれた住宅および家賃の上昇があった住宅である。 

 表 1 から表 3 はフライブルク市の家賃概況(2025/2026 年版)にて、市内の家賃への

影響が確認された住宅特性とその影響の程度の一覧である。そして、表 4 と表 5 は家

賃概況に記載されている地域標準比較家賃の算出例である。算出手順としては、まず

初めに家賃概況に記載のある居住面積と築年数に応じた㎡あたりの基本純家賃

(Basis-Nettomiete)5の一覧表から該当する基本純家賃を確認する(表 5、結果 A)。な

お、この基本純家賃は家賃概況作成のための住民アンケートを基に算出されている。

次に、表 1 から表 3 までで当てはまる住宅特性項目の割増・割引数値を合計値を算出

する(表 5、結果 B)。そして、基本純家賃に割増・割引の合計(%)を掛け合わせ、その

数値を基本純賃料に足すことで㎡あたりの地域標準比較家賃を算出する(表 5、結果

C,D)。最後に㎡あたりの地域標準比較家賃に居住面積を掛け合わせた数値が当該住宅

の平均的な地域標準比較家賃となる(結果 E)。フライブルク市では算出された地域標

準比較家賃の±20%以内の場合、その家賃は適切だとみなされることとなる。 

表 2 から表 4 までの各項目とその影響の程度を確認すると、フライブルク市では住

宅の近代化(Modernisierung)/改修(Sanierung)が家賃上昇の要因として他の項目と

比べて大きいことが分かり、このことは表 5 の算出例からも確認できる。また、全面

的・部分的の両方において、2021 年以降に近代化/改修が行われた場合にその上昇率

が高くなっていることが確認できる。近代化と改修はどちらも住宅の省エネ改修の要

素を含んでおり、フライブルク市の気候中立に向けた両者のさらなる推進は、同市の

環境政策における先進的な立ち位置の維持に貢献する一方で、家賃概況が示している

ように家賃の上昇が懸念される。 

 
5 市内住宅の居住面積・築年数に応じた標準的な月額家賃(€/㎡)。フライブルク市の家賃概況(2025/2026 年版)の

基本純家賃一覧表の縦軸は居住面積（20 ㎡~150 ㎡で 1 ㎡刻み）、横軸は築年数(「1918 年まで」「1919 年~1948

年」「1949 年~1960」「1961 年~1977 年」「1978 年~1995 年」「1996 年～2003 年」「2004 年~2010 年」「2011 年

~2015 年」「2016 年~2020 年」「2021 年~2022 年」「2023 年~2024 年」)となっており、該当する基本純家賃を

選択する。 
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表 1 近代化と改修(Modernisierung/Sanierung) 

注：1990 年以前に建築された住宅にのみ適用される 

1. 近代化／改修は、貸主によって実施されなければならない。 

2. 近代化措置は、住宅の使用価値を持続的に高め、住環境を長期的に改善するか、またはエネルギーや水の持続

的な節約をもたらすものである。 

3. 通常の維持管理や修繕工事はこれには含まれない。 

4. 全面的改修と部分的改修を同時に適用することはできない。 

5. 改修済み物件の賃料は、新築物件の賃料よりも高くなる場合がある。 

出所：Mietspiegel 2025/2026（Stadt Freiburg 2025）を基に作成。 
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表 2 設備と状態(Ausstattung & Beschaffenheit) 

注：すべての設備、特に特に床材、備え付けのキッチンなどは、貸主が設置または提供しなければない。  

出所：Mietspiegel 2025/2026（Stadt Freiburg 2025）を基に作成。 
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表 3 立地クラス(Lageklasse) 

注：住所に応じて S0 から S4,もしくは TH0 から TH2 のいずれかに割り当てられる。 

出所：Mietspiegel 2025/2026（Stadt Freiburg 2025）を基に作成。 

 

注 

 

表 4 地域標準比較家賃の算出例(割増・割引の合計) 

出所：Mietspiegel 2025/2026（Stadt Freiburg 2025）を基に作成。 
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賃貸住宅が過半数を占めるドイツでは、気候中立目標に向けた省エネ改修を促進す

るため、貸主が省エネ改修にかかった費用の 8%を家賃に上乗せすることを法的に認

めている。また、省エネ改修費用の回収後も上昇した家賃を下げることなく、貸主は

利益を得ることが可能となっている。Grossmann(2019)は、ドイツにおいてこのよう

な制度が、ベルリンのような住宅市場が逼迫している都市において投機の手段となっ

ており、家賃の高騰を通じた住民の立ち退きが顕在化していると指摘している。また、

Weber & Wolf(2018)は南ドイツの社会住宅会社6が所有する集合住宅 10 棟を対象に、

省エネ改修により暖房エネルギー消費が大幅に削減されても、家賃上昇がそれを上回

るため、多くの入居者が経済的に不利となることを実証的に示し、ドイツにおける省

エネ改修によるジェントリフィケーションの発生可能性を指摘している。フライブル

ク市においても、省エネ改修を通じた家賃の上昇が住民の立ち退きに影響を与えてい

る可能性は高いと考えられ、家賃上昇を見込んだ省エネ改修後に、ほとんどの住民が

再入居を選択しなかった事例も報告されている(Mössner, 2016)。 

なお、家賃の高騰に規制をかける「家賃ブレーキ(Mietpreisbremse)」が 2015 年よ

り連邦にて導入され、住宅市場が逼迫するフライブルク市もその対象になった。これ

により、一定期間は平均的な地域標準比較家賃＋10%が家賃の上限となるが、この制

度下では全面的な改修を実施した住宅は対象外となるため、フライブルク市ではその

効果が限定的になると考えられる。 

 

 
6ドイツにおける社会住宅(Sozialwohnung)とは、建設時に公的な助成を受け、貸付金返済期間中もしくは補助金

交付期間は入居時の所得制限や家賃規制を設ける住宅である（森, 2021）。 

 

表 5 地域標準比較家賃の算出例 

出所：Mietspiegel 2025/2026（Stadt Freiburg 2025）を基に作成。 

 

結果プロセスの説明行

結果A居住面積に応じた基本純家賃（Euro/㎡）A

9.91

結果B割引合計－割増合計表1~表３B

1514 ＝－29

結果C×結果B結果A割増・割引差
のEuro/㎡への
換算

C

1.49100 ＝:×159.91

結果D±結果C結果A平均的な月額地域標準比較家賃
（Euro/㎡）

D

11.401.49 ＝±9.91

結果E×居住面積結果D平均的な地域標準比
較家賃（Euro）

E

957.684 ＝×11.40
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3.5 都市全体のジェントリフィケーションの可能性 

 フライブルク市はさまざまな魅力を有する都市として人口増加を続けているが、7

それに伴った住宅不足と家賃上昇が発生しており、手ごろな住宅の不足が社会問題と

なっている。現在、同市には約 130,000 戸の住宅ストックが存在するが、空き家率は

0.2%となっており、この割合はミュンスター市 (Münster)とフランクフルト市

(Frankfurt am Main)と並んでドイツ国内で 2 番目に低い割合である(CBRE, 2023; 

Stadt Freiburg, 2024)。また、2014 年の調査では、2030 年までに 15,000 戸の追加

需要が発生すると予測された (Stadt Freiburg, 2019a)。そして、現状の住宅不足に伴

い、家賃は増加傾向にあり、10 年間で約 3€/㎡の上昇が確認され、2024 年の調査で

は 10.81€/㎡に達している（図 3）。 

 

フライブルク市は住宅費が可処分所得の 30%を占める場合、住宅を手ごろとみなせる

としているが、現状では平均して 37%となっており、手ごろとはみなせない状況であ

る(Stadt Freiburg, 2023)。また、より手ごろかつ広い居住空間の住宅を求める子育て

世帯の周辺自治体への移住が顕著であることが報告されており(Miller & Mössner, 

2020) 、8一人世帯と子供のいない夫婦世帯の住民割合の合計が約 80%を占め、市と

 
7 例えば、Kirchbach(2020)はフライブルク市の魅力として、市が提供する高い質の生活やインフラ、「小さな大

都市(kleine Großstadt)」であること、フランスとスイスとの国境付近の立地を挙げている。 
8 地元紙 Badische Zeitung「Freiburg verliert immer mehr Familien ans Umland」(2017 年 2 月 10 日掲載)に

 

 

 

図 3 平均月額純賃料(€/㎡)の推移 

注：住宅設備・状態、立地など全ての住宅特性を排除した平均的な家賃。 

出所：フライブルク市 HP「Mietspiegel」を基に作成 

(https://www.freiburg.de/pb/229416.html, 2025 年 9 月 30 日アクセス)。 

 

注 

https://www.freiburg.de/pb/229416.html
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しても子育て世帯の少なさを課題として捉えている (Kirchbach, 2020; Stadt 

Freiburg, 2023)。そして、2018 年の市長選では手ごろな住宅供給を達成できなかっ

たことを一つの理由に緑の党出身の市長(Dieter Salomon)は落選し、手ごろな住宅供

給を公約に掲げる無所属の市長(Martin Horn)が就任することとなった(Miller & 

Mössner, 2020)。緑の党出身の市長は、ドイツ国内の比較的大規模な都市で初めての

選出であり、また、2002 年から 2018 年の長期政権であったために、この落選は衝撃

を与えることとなった。 

 このように、フライブルク市は人口増加傾向にあるにもかかわらず、周辺自治体へ

の子育て世帯の流出が発生しており、都市全体でのジェントリフィケーションが発生

している可能性があると捉えることができる（図 4, 図 5）。 

 

 

 
よると、2016 年には安価な家賃の住宅を求める子育て世帯の周辺自治体への流出数が過去最大となった。ま

た、周辺自治体のひとつであるバートクロツィンゲン市(Bad Krozingen)では、フライブルク市からの人口流入

により住民の平均年齢が下がるとともに所得税収入が増え、住宅開発も活発になった。 

 
図 4 フライブルク市と隣接自治体間の転入・転出超過数の推移（年別）。 

注：縦軸は転入・転出超過数（人）、横軸は年齢階層を表す。フライブルク市は隣接するブライスガウ-ホッホシ

ュヴァルツヴァルト郡（Landkreis Breisgau-Hochschwarzwald）とエメンディンゲン郡（Landkreis Emmendingen）

の間では転出超過の傾向にあることがわかる。2022 年の転出者数が例年に比べて多いのは、ドイツ全土で難民の

受け入れ数が増加し、一時的に自治体間の人口移動が活発化したためだと考えられる。 

出所：Statistisches Jahresbuch 2024(Stadt Freiburg 2024)を基に作成。  
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この流出に環境配慮型住宅供給の促進が実際にどの程度影響しているのかはより詳

細な検討が必要である。しかし、家賃概況で確認できるように、フライブルク市が推

進する省エネ改修は家賃への大きな影響を有しており、住民のさらなる流出に拍車を

かける要因になると考えられる。フライブルク市の全住宅に占める賃貸住宅率は約

76%となっており(Stadt Freiburg, 2019a)、省エネ改修を通じた環境配慮型住宅の供

給と手ごろな家賃の賃貸住宅供給の両立は重要な課題であると言える。 

 フライブルク市は 2.2 で述べたような、積極的な環境配慮を通じて、社会的平等を

看過した経済成長を目指しているという批判も見受けられる。環境配慮型住宅の供給

により家賃が上昇を続けたとしても、人口は増加傾向にあるため、市と開発事業者の

両者は開発による利益が見込めるのである。しかし、近年のフライブルク市において

は環境配慮を通じた経済成長から生まれる社会的不平等に対し積極的な是正の取り

組みも見受けられる。例えば、その代表的事例としてディーテンバッハ地区(Stadtteil 

Dietenbach)の開発プロジェクトが挙げられる。同地区は 2042 年に地区全体の開発

完了を予定しているプロジェクトであり、約 6900 戸の住宅が供給され、約 16,000 人

の住民が入居する計画である。また、環境配慮型住宅供給を含めたフライブルク市の

これまでの環境政策を応用した気候中立の地区となる予定であるが、全住宅の内 50%

は家賃補助付きの賃貸住宅となる予定であり、誰もが居住できる社会的平等の実現を

目指している。同地区の開発は、増加を続ける人口に対する住宅不足の解消を目的と

 

図 5 フライブルク市の年齢階層別転入・転出超過数（2016〜2023 年平均） 

注：縦軸は転入・転出超過数（人）、横軸は年齢階層を表す。縦軸の値がプラスの場合は転入超過、マイナスの

場合は転出超過を表す。10 歳未満と 30 歳以上 50 歳未満の転出超過は子育て世帯の転出を示唆している。18 歳

以上 25 歳未満の転入超過の多さは、大学都市としてのフライブルク市の特色を反映していると考えられる。 

出所：Statistisches Jahresbuch 2024(Stadt Freiburg 2024)を基に作成。 



 

   

 

  

18 

ディスカッションペーパー No.3         京都大学公共政策大学院 地域再エネ共同研究プロジェクト

      

2025 年 9 月 

して 2015 年より計画されていたが、計画初期段階では供給される住宅の手ごろさに

ついては議論が進んでいなかった。しかし、手ごろな住宅供給を公約に掲げる現市長

就任後の 2018 年の市議会にて、全住宅の内 50%を家賃補助付きの賃貸住宅とするこ

とが決定された。9 

ま た 、 同 市 で は コ ン セ プ ト 提 案 型 入 札 (concept-based tendering, 

Konzeptverfahren)を通じた公共の福祉志向(gemeinwohlorientiert)の開発プロジェ

クトも見受けられる(Schmid et al., 2024)。2024 年から 2025 年に入札が行われたク

ラインエシュホルツ地区(Quartier Kleineschholz)の開発プロジェクトでは、市有地

の売却を最高額を提示した開発事業者に決定せずに、開発事業者の住宅コンセプトを

評価して決定された。つまり、利益志向の開発事業者は土地を購入することができず、

住宅協同組合のような手ごろな住宅を供給する公共の福祉志向の開発事業者10による

住宅建設に制限することが実現した。このように、2018 年以降の現市政下のフライ

ブルク市では、環境配慮と社会的平等を実現する住宅供給のあり方を模索されており、

今後は家賃高騰を招く民間住宅市場の影響を軽減する住宅政策の実現を目指さなけ

ればならない。 

4．おわりに 

 本稿では、主に欧米で議論がなされてきた都市による環境配慮が引き起こすジェン

トリフィケーションについて整理したうえで、環境配慮型住宅が引き起こす都市全体

でのジェントリフィケーションの発生可能性をフライブルク市の事例を通じて検討

した。フライブルク市は積極的な環境配慮住宅の供給を進めているが、家賃概況を参

照することで省エネ改修が家賃に大きな影響を及ぼしうることが明らかになった。フ

ライブルク市では長年の人口増加により住宅が不足するとともに家賃が高騰し、より

手ごろかつ広い居住空間の住宅を求める子育て世帯の周辺自治体への移住が確認で

きる。この現状において、環境配慮型住宅による家賃の上昇がどの程度移住に影響を

与えているかは明らかではないが、家賃概況が示す限りでは家賃上昇に影響を及ぼす

要因となっているのは明らかである。フライブルク市での現象を都市全体でのジェン

トリフィケーションの事例としてより明確に捉えるには、環境配慮住宅による影響お

よび家賃が高騰してもなお流入する人口の特性についてより詳細な分析が必要であ

る。 

 また、フライブルク市が取り組んでいる環境配慮と社会的平等の両立を目指す住宅

政策の評価や課題について検討が必要である。例えば、前節で挙げたディーテンバッ

ハ地区における全住宅の内 50%の住宅への家賃補助は、市内の他の小規模プロジェク

 
9 フライブルク市 HP「Neuer Stadtteil DietenbachPlanungen」（https://www.freiburg.de/pb/2152314.html : 

2025 年 9 月 30 日アクセス） 
10 Badische Zeitung「Baugenossenschaft Familienheim bietet in Freiburg Mietpreise 31 Prozent unter dem 

Mietspiegel」(2025 年 7 月 8 日掲載)によると、フライブルク市内のファミリエンハイム建築協同組合

(Baugenossenschaft Familienheim)はフライブルク市の家賃概況が示す市内の平均家賃が 10,81 Euro/㎡である

のに対し、それよりも約 31%低い平均家賃 7,48 Euro/㎡で住宅を供給している。 

https://www.freiburg.de/pb/2152314.html
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トでも確認することができるが、この家賃補助付き住宅の開発事業者への影響や残り

の 50%の住宅の家賃上昇リスクについては検討が必要である。そして、住宅協同組合

のような利益志向でない、公共の福祉志向の開発事業者を支えるための制度について

もさらなる検討が必要である。 

そして、環境配慮住宅がもたらすコスト負担と経済的便益の公平な分配のあり方に

ついても検討しなければならない。環境配慮型住宅は通常の住宅に比べて購入費や家

賃が高額になるが、省エネ効果によるエネルギー代金削減を通じて、住民に経済的便

益をもたらすことが期待されている。持ち家の場合、購入に際して初期投資が必要な

ものの、エネルギー代金削減により投資コストを回収することができれば、その後は

長期的に経済的利益を享受することが可能となる。つまり、この初期コストの障壁を

取り除く補助金や低融資ローンが社会的不平等を生まない環境配慮型住宅供給にお

いて重要になると考えられる。一方で、賃貸住宅の場合、貸主と借主の間で生じるコ

スト負担と便益享受の不平等に焦点を当てる必要がある。3.4 でも述べたように、ド

イツでは省エネ改修コストの家賃への上乗せが認められており、コスト回収後も家賃

を下げる必要がない。そのため、借主はエネルギー代金削減を通じても、高額な家賃

負担により経済的便益を享受できずに、貸主にのみ便益が集中することが懸念される 

(Weber & Wolf, 2018; Grossmann, 2019)。そのため、賃貸住宅においては、家賃補

助に加えて、より公平なコスト負担・便益享受を実現する制度が必要だと考えられる。

例えば、改修コストの家賃への上乗せ割合の上限見直し11や上乗せ額の段階的な削減

などが考えられる。また、貸主に対する改修費用支援を強化し、改修コスト回収を家

賃上昇のみに依存させないことも重要である。このように、コスト負担と経済的便益

の不平等を生み出す可能性を有している環境配慮型住宅の供給においては、住宅供給

側と居住側の双方に対する多層的な支援が必要である。 

今後は、フライブルク市における都市全体でのジェントリフィケーションの実態の

より精緻な把握と因果関係の解明に取り組むとともに、上述した多様な政策の有効性

や実行可能性を検討する必要がある。そして最終的には、フライブルク市の事例を越

えて、他都市での都市全体でのジェントリフィケーションの可能性も検討する必要が

ある。フライブルク市は市民による環境保護運動や環境政策において長い歴史を有し、

環境・エネルギー関連の企業・研究施設が集積する地域である。このような条件は同

市における環境配慮型住宅供給の強力な推進要因と考えられ、同市の事例は特殊性を

有していると言える。しかし、将来的には多くの都市がフライブルク市のように、環

境配慮型住宅の供給に積極的に取り組むと考えられ、同市の事例から得られる示唆は

意義深いものだと考えられる。例えば、我が国の脱炭素先行地域の選定事業にも ZEH

供給や ZEH 住宅地区開発が複数見受けられるが、これらの取り組みは人口減少と高

齢化が進む都市において若者や子育て世代の獲得手段としも期待されている。しかし、

今後さらに割合が増えていく所得の限られる高齢者については入居の機会に関して

 
11 2013 年に省エネ改修費用の家賃への上乗せが認められた際は、総費用の 11%の上乗せが認められていたが、借主の負担が

顕在化したことにより 2019 年には 8％へと変更となった。このように、家賃への上乗せ割合の見直しは、すでに社会的平等の

観点から議論され、政策として実行された前例がある。(Grossmann, 2019) 
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課題が残ると考えられる。また、脱炭素先行地域の取り組みはモデル事業として、よ

り広範な地域での取り組みへの発展が期待されているため、都市全体でのジェントリ

フィケーションの発生可能性も有していると考えられる。ただし、日本はドイツとは

対照的に持ち家が全住宅の過半数以上を占めているため、環境配慮型住宅購入時の初

期コスト軽減に焦点を当てた議論が必要だと考えられる。このように、各国・都市の

住宅市場構造や社会経済的背景に即した支援策を検討することで、環境配慮と社会的

平等を両立させる持続可能な住宅政策のあり方を探求する必要がある。  
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